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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第22期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４．平成19年１月１日付で、株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 45,946 55,733 56,604 110,833 128,215 

経常利益 (百万円) 8,204 10,610 9,970 18,346 22,938 

中間（当期）純利益 (百万円) 3,909 6,239 5,985 11,401 12,995 

純資産額 (百万円) 109,679 120,064 129,481 115,696 125,169 

総資産額 (百万円) 500,154 542,812 628,417 543,792 581,848 

１株当たり純資産額 (円) 166,624.89 182,402.54 39,315.87 175,765.71 38,007.98 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
(円) 5,939.66 9,478.86 1,818.79 17,201.07 3,948.64 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 21.9 22.1 20.6 21.3 21.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 11,750 1,757 △14,408 22,243 △5,076 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △18,608 △19,976 △39,552 △45,157 △32,995 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 6,339 8,561 55,151 32,214 20,823 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) 9,685 9,847 3,445 19,503 2,255 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

515 

(113) 

560 

(115) 

643 

(194) 

503 

(118) 

552 

(120) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．平成19年１月１日付で、株式１株につき５株の株式分割を実施しております。このため、第22期の１株当た

り配当額3,000円については、中間配当額2,500円は株式分割実施前の発行済株式総数に基づくものであり、

期末配当額500円は実施後の発行済株式総数に基づき算出しております。また、第23期中の中間配当額500円

は株式分割実施後の発行済株式総数に基づき算出しております。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 41,971 50,792 52,359 102,539 119,077 

経常利益 (百万円) 7,940 9,444 9,513 17,693 22,114 

中間（当期）純利益 (百万円) 3,756 5,553 5,574 11,003 12,526 

資本金 (百万円) 48,760 48,760 48,760 48,760 48,760 

発行済株式総数 (株) 658,240 658,240 3,291,200 658,240 3,291,200 

純資産額 (百万円) 108,297 117,672 126,893 114,069 122,999 

総資産額 (百万円) 495,524 538,537 615,933 540,482 568,048 

１株当たり配当額 (円) 2,500 2,500 500 5,000 3,000 

自己資本比率 (％) 21.9 21.9 20.6 21.1 21.7 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

334 

(37) 

370 

(42) 

388 

(46) 

332 

(43) 

337 

(42) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、派遣社員等の数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が当中間連結会計期間において91名増加しておりますが、その主な理由は、新規採用の開始、及び

業務充実のためのＮＴＴグループ会社からの転籍者等によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、派遣社

員等の数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．従業員数が当中間会計期間において51名増加しておりますが、その主な理由は、新規採用の開始、及び業務

充実のためのＮＴＴグループ会社からの転籍者等によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産賃貸事業 190( 26）  

分譲事業 68(  4）  

その他の事業 270(152)  

全社（共通） 115( 12)  

合計 643(194)  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 388（46）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益に支えられ、設備投資は増加基調を維持しており、

また、雇用情勢の改善により、個人消費は底堅く推移しております。サブプライム住宅ローン問題によるアメリカ

経済の下方へのリスクの高まりや、原油価格の動向による影響が懸念される中にありながらも、国内における堅調

な需要に加えて、欧州やアジアを中心とした輸出の増加により、景気は引き続き緩やかに拡大を続けております。

賃貸オフィス市場については、好調な企業収益を背景にオフィス需要は依然として旺盛であり、首都圏における空

室率の改善が進んでいます。特に、東京都心部では大型優良ビルを中心に品薄感が一層強まり、賃料は引き続き上

昇基調にあります。 

 マンション分譲市場については、都心回帰の動きや、団塊ジュニア層やシニア世代などの需要に支えられ、概ね

良好な販売状況が続いていますが、マンション分譲価格の上昇に伴う販売鈍化の懸念や、郊外を中心にエリアや商

品企画などによる選別化傾向が進み、物件による売れ行きのばらつきや販売在庫の増加傾向などがみられるように

なっております。 

 このような中、平成19年基準地価（平成19年７月１日時点）において、旺盛なマンション・オフィス需要や企業

収益の改善を背景として、全国平均で商業地域では16年ぶりの上昇となり、特に三大都市圏では、住宅地、商業地

ともに上昇しました。しかしながら、都心部から遠く利便性の劣る地域や地方圏では下落基調が続いており、平成

19年公示価格（平成19年１月１日時点）に続き、大都市圏と地方圏との間で二極化傾向が確認されました。 

 こうした事業環境の中、当中間連結会計期間における経営成績は、営業収益56,604百万円（前年同期比871百万

円増）、営業利益11,056百万円（前年同期比411百万円減）、経常利益9,970百万円（前年同期比639百万円減）、

中間純利益5,985百万円（前年同期比253百万円減）となりました。 

  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントごとの営業収益の状況は、次のとおりであります。なお、本文

において各事業の営業収益はセグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ数値を記載しております。 

a．不動産賃貸事業 

当中間連結会計期間における不動産賃貸事業につきましては、好調なオフィスビル市況を背景に、秋葉原ＵＤ

Ｘ（千代田区）、アーバンネット大手町ビル（千代田区）等の東京都心部を中心とした既存ビルからの収益拡大

や、平成19年３月に組成した「ＮＵ－３ファンド」「ＮＵ－４ファンド」による賃貸収入の増加等により、増

収・増益となりました。東京以外のエリアにつきましては、平成18年９月に持分を追加取得したＵＤ御堂筋ビル

（大阪市）が増収に寄与しました。また、開発事業につきましては、平成19年４月には大手町一丁目地区第一種

市街地再開発事業（第一次再開発事業）が着工し、平成19年6月には大阪駅北地区先行開発区域（Ａ・Ｂ・Ｃブロ

ック）の開発プロジェクトにおける用地の引き渡しが行われるなど、順調に進捗しております。 

 この結果、不動産賃貸事業における当中間連結会計期間の営業収益は44,248百万円（前年同期比1,918百万円

増）、営業利益12,180百万円（前年同期比640百万円増）となりました。 

b．分譲事業 

分譲事業のうち、マンションについては、ローレルスクエア大阪ベイタワー（大阪市）、ウェリス市崎（福岡

市）等の物件について収益を計上し、また、ウェリス駒込レジデンス（豊島区）、ウェリス川越六軒町（川越

市）、ウェリス吹田豊津シティハウス（吹田市）等の物件の販売を行いました。また、当期は、入間市、大田区

等において宅地分譲にも取り組み、収益を計上しました。 

この結果、分譲事業における当中間連結会計期間の営業収益は7,990百万円（前年同期比174百万円増）、営業

利益443百万円（前年同期比682百万円減）となりました。 

c．その他の事業 

その他の事業における当中間連結会計期間の営業収益は6,168百万円（前年同期比1,030百万円減）、営業利益

452百万円（前年同期比154百万円減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1,190

百万円増加し、当中間連結会計期間末には3,445百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益10,081百万円、減価償却費11,402百万円等によ

る資金の増加に対し、たな卸資産の増加21,656百万円等による資金の減少があったことにより、14,408百万円（前

年同期比16,166百万円減）の支出となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は39,552百万円（前年同期比19,576百万円増）となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出42,866百万円等による資金の減少があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果増加した資金は、55,151百万円（前年同期比46,589百万円増）となりました。これは主に長期借

入れやコマーシャルペーパーの発行による資金の増加があったことによるものであります。 

２【営業収益の状況】 

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントごとの営業収益の状況は、次のとおりであります。 

（注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、各事業の営業収益はセグメント間の内部営業収益又は

振替高を含めております。 

また当社グループの主たる事業であります不動産賃貸事業及び分譲事業の販売状況は次のとおりであります。 

(1) 不動産賃貸事業 

 当社グループの不動産賃貸事業収益は、当社単体からの収益が大半を占めており、また、子会社においては賃

貸ビルを保有しておりません。従いまして以下の不動産賃貸事業セグメントの販売状況につきましては、当社単

体の数値について記載しております。 

 用途別の不動産賃貸事業収益の状況は次のとおりであります。 

（注）貸付可能面積は、９月30日現在の数値です。       

また、当社の空室率の状況は以下のとおりであります。 

（注）空室率は、９月30日現在の数値です。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

不動産賃貸事業 44,248 104.5 

分譲事業 7,990 102.2 

その他の事業 6,168 85.7 

消去又は全社 △1,803 ― 

合計 56,604 101.6 

区分 摘要 平成18年９月期 平成19年９月期 

オフィス・商業 

収益    39,606百万円      40,630百万円 

貸付可能面積 
         1,062,627㎡ 

（うち、転貸 50,010㎡） 

             1,073,329 ㎡ 

（うち、転貸 58,992 ㎡） 

住宅・その他 収益      2,582百万円           3,280百万円 

収益合計       42,188百万円             43,910百万円 

区分 平成18年９月期 平成19年９月期 

都心５区    0.8％    0.5％ 

全国    2.0％    1.4％ 



(2) 分譲事業 

分譲事業における種類別・地域別の販売状況は以下のとおりです。 

（注）１．共同事業物件につきましては、当社事業割合に応じた戸数を記載し、小数点以下は切り捨てで表示して

  おります。 

２．マンションの完成在庫には、契約済未引渡しの物件が、平成18年９月期は４戸、平成19年９月期は１戸

含まれております。 

３．平成19年９月期における宅地分譲等の引渡数のうち、２件（362百万円）は土地の一括売却によるもので

す。  

４．「首都圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県及び栃木県を指します。 

区分 
平成18年９月期 平成19年９月期 

戸数・区画数 収益（百万円） 戸数・区画数 収益（百万円） 

マンション        

 
引渡戸数 

首都圏 228 6,588 1 75 

  その他の地域 7 372 90 3,969 

  完成在庫   9 ― 17 ― 

宅地分譲等        

 
引渡数 

首都圏 3 855 164 3,474 

  その他の地域 ― ― 8 471 

  完成在庫   ― ― 3 ― 

住宅分譲合計        

 
引渡数 

首都圏 231 7,443 165 3,549 

  その他の地域 7 372 98 4,441 

  完成在庫   9 ― 20 ― 



３【対処すべき課題】 

(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、昭和61年１月の設立以来、ＮＴＴグループにおける不動産開発事業の中核企業として、大手町

を筆頭に日本の各都市で街づくりに注力し、今日まで成長を続けてまいりました。当社グループは「Ｗｅ ｃｒｅ

ａｔｅ ｈａｒｍｏｎｙ．」というコーポレートスローガンのもと、「人」「街」「自然」が調和する快適空間を

創造し続けていくことを究極の目的としております。街を創る「人」、人にエネルギーを与える「街」、人にゆと

りと潤いをもたらす「自然」の３つの要素が調和したときに、人が自然体で、永く安心して過ごせる快適な空間と

時間が生まれ、それは、当社グループの誇る高い建築品質と先端技術、そして快適な居住のための機能性、利便

性、安全性を徹底的に追求する姿勢により実現できるものと考えております。このように快適空間を提供し続ける

ことがお客様の信頼につながり、結果的に企業価値の向上が図られるものと考えております。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略、目標とする経営指標 

 景気の回復を背景に、全国の公示地価が16年ぶりに上昇に転じるなど、バブル崩壊後、長らく続いた「土地デフ

レ」からの脱却が鮮明になる中、特に、東京、大阪、名古屋の３大都市圏が牽引役となり、不動産市況は好調に推

移しております。 

 賃貸オフィスビル市場については、東京都心部を中心にオフィス需要が旺盛で、空室率の減少が著しく市場賃料

の上昇が続いております。一方、地方都市においては市場賃料に大きな変化は見られておりません。また、マンシ

ョン分譲市場については、首都圏を中心に物件価格は上昇傾向にありますが、立地や商品企画による物件の選別化

が強まり、売れ行きの二極化が進んでいる状況にあると考えております。 

 こうした環境のもと、当社グループは、平成19年度（2007年度）を最終年度とする３ヵ年の中期経営計画「Ｃ＆

Ｐ07（Change & Proceed to 2007）」（平成17年５月策定）の達成に向け邁進してまいりましたが、平成18年度

（2006年度）において、経営指標の目標値を１年前倒しで達成することができました。 

 このような状況を踏まえ、当社グループといたしましては、これまでに確立した成長基盤を土台として、引き続

きコア事業の発展・成長を目指し、新たに平成20年度（2008年度）をスタートとする平成22年度（2010年度）まで

の「中期経営計画2010」を策定しました。 

 また、この期間中には、新たな成長分野の開拓に向け、積極的にチャレンジし、更なる企業価値増大を目指して

いきます。 

 新たな中期経営計画の具体的な事業戦略は次のとおりです。 

① コア事業である不動産賃貸事業・分譲事業の更なる発展、成長 

（ⅰ）開発力の強化に向けた取り組み 

・ 開発手法の多様化、面的開発の拡大、開発内容の多様化の三項目について展開することにより開発力を強

化し、コア事業の持続的成長を目指します。 

具体的には、開発手法の多様化としては、自社投資、開発型ＳＰＣ活用など多様な開発手法による開発を

実施していきます。面的開発の拡大としては、投資エリアの絞り込み・商業開発の面的展開に取り組んで

いきます。開発内容の多様化としては、デベロップメント機能をフルに発揮した開発領域の拡大や賃貸マ

ンションの開発についても積極的に取り組んでいきます。 

・ なお、当社としては、引き続き、大手町一丁目地区第一種市街地再開発事業（第一次再開発事業）、大阪

駅北地区先行開発区域（Ａ・Ｂ・Ｃブロック）の開発プロジェクト及び、京都四条烏丸における商業とオ

フィスのコンプレックスを視野に入れた開発プロジェクトを積極的に推進していくとともに、その他全国

に展開中のプロジェクトにも引き続き積極的に取り組んでいきます。  

・ また、ＵＤ御堂筋ビル及びＵＤ御堂筋アネックスビルの一体的な開発に向け検討を進めるととに、ＵＤ日

比谷ビル、日本橋朝日生命館や未開発物件などについても、引き続き可能性を探っていきます。  

（ⅱ）収益力の強化に向けた取組み 

・ 不動産賃貸事業については、積極的なリニューアル投資の実施等、戦略的な賃料値上げに向けた取り組み

やテナント営業活動の更なる強化等により増収を図っていきます。 

・ 分譲事業については、高品質な「ウェリス」マンションの積極的展開やＮＴＴグループの強みを活かした

先端情報通信技術等の導入によるマンションの付加価値向上、アフターサービス体制の強化に加え、投資

家向け販売事業にも注力し分譲事業の更なる増収を目指します。 



（ⅲ）ＮＴＴグループとの協働 

・ ＮＴＴグループの強みを活かした開発案件の獲得に取り組むとともに、ＮＴＴグループ唯一の総合不動産

会社として、ＮＴＴグループの保有する不動産開発に積極的に参画していきます。 

  

② 新たな成長分野の開拓 

・ ＮＵファンドの規模拡大等ファンドスキームを積極的に活用するとともに、不動産有効利活用提案等を通

じたアセットソリューション事業を確立していきます。また、既存その他事業の拡大に加え、不動産関連

分野を中心としたＭ＆Ａや業務提携も活用した新規事業の拡大、アジアを中心とした国際事業の推進につ

いて積極的にチャレンジしていきます。 

  

③ 長期安定成長に寄与する経営基盤の強化 

・ ビジネス基盤の強化に向けては、経営の透明性確保と内部統制の強化、ＣＳＲ基盤の確立、ヒューマンリ

ソースの充実に努めていきます。  

・ 企業価値増大に資する財務政策としては、財務の健全性維持と株主重視経営の両立に努めていきます。 

  

 これらの取り組みを通じて、平成22年度（2010年度）の財務目標として、営業収益1,800億円、営業利益360億

円、経常利益305億円、営業利益率20.0％を目指します。 

 なお、文中において示しました財務目標（経営目標）等については、経営環境の変化等が生じた場合には達成で

きない可能性があります。 

（3）株式会社の支配に関する基本方針について 

 当社としては、親会社の議決権の所有割合が50％を超えている現状に鑑みて、株式会社の支配に関する基本方

針を特段定めておらず、現時点での買収防衛策導入もしておりません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1） 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設についての重要な変更は

   以下のとおりであります。 

   ①三田小山町地区市街地再開発事業の着手年月が平成19年６月から平成19年10月に変更となり、完了予定年月

    も平成21年12月から平成22年５月となりました。 

   ②鰻谷集合住宅（仮称）の名称は「アーバンエース東心斎橋パル」となりました。また、完了予定年月が平成

    19年11月から平成19年12月に変更となりました。 

   また、重要な改修等について、重要な変更はありません。 

（2） 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

   せん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）発行済株式のうち、306,300株は、現物出資（建物等927百万円、土地（89,492㎡）2,144百万円）によるも 

   のであります。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 10,500,000 

計 10,500,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月18日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 3,291,200 3,291,200 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 3,291,200 3,291,200 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
― 3,291,200 ― 48,760 ― 34,109 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託
口）の所有株式数は、全て各社が信託業務（証券投資信託等）の信託を受けている株式であります。なお、
それらの内訳は、投資信託設定分24,114株、年金信託設定分13,992株、その他信託分34,787株であります。

２．ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー、ユービーエス エージー ロンドン 
アカウント アイピービー セグリゲイテッド クライアント アカウント、ジェーピー モルガン チ
ェース バンク ３８００８４、シー エム ビー エル，エス エー リ．ミューチャル ファンド、
バンク オブ ニユーヨーク ジーシーエム クライアント アカウント ジエイピーアールデイ アイ
エスジー エフイー‐エイシー、ザ バンク オブ ニューヨーク‐ジャスディック ノン トリーティ
ー アカウントは、主に欧米の機関投資家の所有する株式の保管管理業務を行うとともに、当該機関投資
家の株式名義人となっております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電信電話株式会社 東京都千代田区大手町２丁目３－１ 2,214,815 67.30 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
 (常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A. 
 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

71,364 2.17 

シービーロンドン スタンダー
ドライフ アシュアランス リ
ミテッド 
（常任代理人 シティバンク銀

行株式会社） 

STANDARD LIFE HOUSE,30 LOTHIAN ROAD, 

EDINBURGH,EH1 2DH,BRITISH 

 （東京都品川区東品川２丁目３－14） 

57,930 1.76 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 

  
39,189 1.19 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 33,704 1.02 

ユービーエス エージー ロン
ドン アカウント アイピービ
ー セグリゲイテッド クライ
アント アカウント 
（常任代理人 シティバンク銀

行株式会社） 

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL SWITZER

LAND 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

27,758 0.84 

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク ３８００８４  

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ, UNITE

D KINGDOM 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

27,703 0.84 

シー エム ビー エル，エス 

エー リ．ミューチャル ファ

ンド 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON EC

2P 2HD,ENGLAND 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

27,162 0.83 

バンク オブ ニユーヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウント ジエイピーアール

デイ アイエスジー エフイー

‐エイシー  

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LOND

ON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 

 （東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決

済事業部） 

25,862 0.79 

ザ バンク オブ ニューヨー
ク‐ジャスディック ノン ト
リーティー アカウント  
（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

ONE WALL STREET, NEW YORK, NY 10286 USA 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
25,401 0.77 

計 ― 2,550,888 77.51 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）完全議決権株式（その他）には証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。なお、「議決権数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,291,200 3,291,190 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 3,291,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,291,190 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ―  ―  ― ― ― 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 290,000 305,000 303,000 258,000 223,000 243,000 

最低（円） 250,000 266,000 230,000 201,000 172,000 175,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 ソリューション営業本部長  常務取締役 営業本部長 三宅 広人  平成19年７月１日 

取締役 

ソリューション営業本部副

本部長 

 ソリューション営業本部 

 ファンドビジネス部長 

 取締役 新規事業担当 古賀 信博  平成19年７月１日 

取締役 

ソリューション営業本部副

本部長 

 ソリューション営業本部 

 第一ソリューション部長 

 取締役 
営業本部副本部長 

 営業本部法人営業部長
篠田 智  平成19年７月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、みすず監査法人並びにあずさ監査法人より中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人より中間監査を受けており

ます。 

  

（注）当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

   前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人及びあずさ監査法人 

   当中間連結会計期間及び当中間会計期間 あずさ監査法人  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※１  5,976     1,965     2,057  

２．受取手形及び営業未
収入金 

※１  2,214     1,758     6,271  

３．たな卸資産 ※１  46,747     104,402     82,745  

４．繰延税金資産     232     938     725  

５．その他 ※１  6,917     4,705     3,053  

貸倒引当金     △0     △3     △1  

流動資産合計     62,086 11.4   113,766 18.1   94,853 16.3

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1) 建物及び構築物 ※１ 609,979     612,692     612,506    

減価償却累計額   291,118 318,860   309,114 303,578   300,262 312,244  

(2) 土地 ※１  91,261     150,477     101,723  

(3) その他 ※１ 28,120     28,091     41,160    

減価償却累計額   20,250 7,869   20,813 7,277   20,374 20,785  

有形固定資産合計     417,992 77.0   461,334 73.4   434,753 74.7

２．無形固定資産     1,743 0.3   1,776 0.3   1,703 0.3

３．投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券     29,993     20,223     20.422  

(2) 長期前払費用     20,608     19,649     20,070  

(3) 繰延税金資産     3,701     4,827     3,301  

(4) その他     6,690     6,843     6,749  

貸倒引当金     △5     △5     △5  

投資その他の資産合
計 

    60,989 11.3   51,539 8.2   50,538 8.7

固定資産合計     480,725 88.6   514,650 81.9   486,995 83.7

資産合計     542,812 100.0   628,417 100.0   581,848 100.0

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び営業 
    未払金 

    5,218     3,151     21,714  

２．短期借入金     15,000     94     7,842  

３．1年以内返済予定の 
    長期借借入金 

※１   14,318     34,607     26,261  

４．1年以内償還予定の 
    社債 

    11,800     5,000     9,300  

５．コマーシャルペーパー     －     10,000     －  

６．その他     22,142     32,629     31,038  

流動負債合計     68,480 12.6   85,482 13.6   96,156 16.5

                      

Ⅱ 固定負債                    

１．社債 ※１   15,000     29,992     32,992  

２．長期借入金 ※１   223,030     270,172     216,673  

３．退職給付引当金     5,336     5,104     5,231  

４．役員退職慰労引当金     182     33     203  

５．受入敷金保証金     110,463     107,904     105,230  

６．その他     254     244     191  

固定負債合計     354,267 65.3   413,453 65.8   360,522 62.0

負債合計     422,747 77.9   498,936 79.4   456,679 78.5

         

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     48,760 9.0   48,760 7.8   48,760 8.4

２．資本剰余金     34,109 6.2   34,109 5.4   34,109 5.9

３．利益剰余金     36,814 6.8   46,265 7.4   41,925 7.2

株主資本合計     119,684 22.0   129,135 20.6   124,795 21.4

Ⅱ 評価・換算差額等                    

その他有価証券評価差
額金 

    296 0.1   260 0.0   296 0.1

評価・換算差額等合計      296 0.1   260 0.0   296 0.1

Ⅲ 少数株主持分     83 0.0   84 0.0   77 0.0

純資産合計     120,064 22.1   129,481 20.6   125,169 21.5

負債純資産合計     542,812 100.0   628,417 100.0   581,848 100.0



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     55,733 100.0   56,604 100.0   128,215 100.0

Ⅱ 営業原価     39,010 70.0   40,208 71.0   91,781 71.6

営業総利益     16,722 30.0   16,396 29.0   36,433 28.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   5,254 9.4   5,340 9.5   11,342 8.8

営業利益     11,467 20.6   11,056 19.5   25,091 19.6

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   5     3     11    

２．受取配当金   34     20     44    

３．受取分担金   28     4     39    

４．固定資産受贈益   26     0     32    

５．持分法による投資利益   875     1,144     1,624    

６．その他   46 1,016 1.8 95 1,268 2.3 97 1,850 1.4

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   1,847     2,332     3,794    

２．その他   26 1,873 3.4 21 2,353 4.2 208 4,003 3.1

経常利益     10,610 19.0   9,970 17.6   22,938 17.9

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 306     76     306    

２．厚生年金基金代行返  
  上益 

  － 306 0.5 664 740 1.3 － 306 0.2

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※３ 556 556 0.9 629 629 1.1 1,432 1,432 1.1

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    10,360 18.6   10,081 17.8   21,812 17.0

法人税、住民税及び事
業税 

  3,139     5,803     7,929    

法人税等調整額   979 4,118 7.4 △1,714 4,088 7.2 885 8,814 6.9

少数株主利益     2 0.0   7 0.0   2 0.0

中間（当期）純利益     6,239 11.2   5,985 10.6   12,995 10.1

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 
  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 評価・換 
算差額等 

少数株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 
資本
剰余金 

利益
剰余金 

株主資本
合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 32,299 115,169 526 80 115,776

中間連結会計期間中の変動額              

剰余金の配当（注）     △1,645 △1,645     △1,645

役員賞与（注）     △78 △78     △78

中間純利益     6,239 6,239     6,239

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

    △230 2 △228

中間連結会計期間中の変動額計 
（百万円） 

― ― 4,515 4,515 △230 2 4,287

平成18年９月30日 残高（百万円） 48,760 34,109 36,814 119,684 296 83 120,064

 

株主資本 評価・換 
算差額等 

少数株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 
資本
剰余金 

利益
剰余金 

株主資本
合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 

平成19年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 41,925 124,795 296 77 125,169

中間連結会計期間中の変動額              

剰余金の配当     △1,645 △1,645     △1,645

中間純利益     5,985 5,985     5,985

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

    △35 7 △28

中間連結会計期間中の変動額計 
（百万円） 

－ － 4,340 4,340 △35 7 4,311

平成19年９月30日 残高（百万円） 48,760 34,109 46,265 129,135 260 84 129,481

 

株主資本 評価・換 
算差額等 

少数株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 
資本
剰余金 

利益
剰余金 

株主資本
合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 32,299 115,169 526 80 115,776

連結会計年度中の変動額              

剰余金の配当（注）     △1,645 △1,645     △1,645

役員賞与（注）     △78 △78     △78

中間配当     △1,645 △1,645     △1,645

当期純利益     12,995 12,995     12,995

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

    △230 △3 △233

連結会計年度中の変動額計 
（百万円） 

－ － 9,625 9,625 △230 △3 9,392

平成19年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 41,925 124,795 296 77 125,169



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  10,360 10,081 21,812 

減価償却費   11,734 11,402 23,657 

貸倒引当金の増減額
（減少:△） 

  △2 1 △0 

退職給付引当金の増減
額(減少:△) 

  251 △126 146 

受取利息及び受取配当
金 

  △39 △24 △55 

支払利息   1,847 2,332 3,794 

持分法による投資利益   △875 △1,144 △1,624 

固定資産売却益   △306 △76 △306 

固定資産除却損   556 629 1,432 

売上債権の増減額(増
加:△) 

  3,960 4,513 △97 

社債発行費償却額   ― ― 7 

 たな卸資産の増減額
(増加:△) 

  △6,301 △21,656 △42,281 

仕入債務の増減額（減
少:△） 

  △8,055 △18,563 8,439 

受入敷金保証金の増減
額(減少:△) 

  △6,061 2,679 △9,514 

役員賞与の支払額   △78 ― △78 

その他   1,941 893 1,598 

小計   8,930 △9,055 6,930 

利息及び配当金の受取
額 

  202 1,134 1,561 

利息の支払額   △1,549 △2,264 △3,575 

法人税等の支払額   △5,825 △4,222 △9,992 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,757 △14,408 △5,076 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △21,186 △42,866 △43,117 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  1,065 4,191 1,068 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △6 △2,909 △6 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  103 － 125 

投資有価証券の払戻に
よる収入  

  － 2,335 8,950 

その他   48 △304 △15 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △19,976 △39,552 △32,995 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

短期借入金の純増減額
（減少：△） 

  △19,500 △7,748 △26,657 

コマーシャルペーパー
の純増減額(減少：△) 

  ― 10,000 ― 

長期借入れによる収入   51,000 65,000 67,750 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △21,293 △3,154 △32,457 

社債の発行による収入   ― ― 22,984 

社債の償還による支出   ― △7,300 △7,500 

配当金の支払額   △1,644 △1,645 △3,290 

少数株主への配当金の
支払額 

  ― ― △5 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  8,561 55,151 20,823 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

  △9,656 1,190 △17,248 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  19,503 2,255 19,503 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※１ 9,847 3,445 2,255 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する
事項 

連結子会社の数  ７社 

全ての子会社を連結してお
ります。 

(1)連結子会社の数  10社 

  原則として、すべての子会
  社を連結しております。 

連結子会社の数  10社 

同左 

  連結子会社名 

エヌ・ティ・ティ北海道

エスパス㈱ 

㈱大手町ファーストスク

エア 

ジーピービル管理㈱ 

基町パーキングアクセス

㈱ 

㈱ノックストゥエンティ

ワン 

ディ・エヌ・フード㈱ 

エヌ・ティ・ティ都市開

発ビルサービス㈱ 

連結子会社名 

    ＮＴＴ都市開発北海道Ｂ

     Ｓ 

    ㈱大手町ファーストスク

    エア 

     基町パーキングアクセス

     ㈱ 

     ㈱ノックストゥエンティ

     ワン 

     ディ・エヌ・フード㈱ 

    エヌ・ティ・ティ都市開

     発ビルサービス㈱ 

     ＮＴＴ都市開発西日本Ｂ

     Ｓ㈱ 

     ＵＤファンド特定目的会

     社 

     合同会社ＮＵ－３を営業

     者とする匿名組合 

     合同会社ＮＵ－４を営業

     者とする匿名組合 

  

 (2)非連結子会社の名称等 

     ＵＤファンド第２特定目

     的会社 

     ＵＤファンド第２特定目

    的会社は、新規設立して 

    からまもなく、決算期に 

    達していないため、連結 

    の範囲から除外しており 

    ます。 

連結子会社名 

   エヌ・ティ・ティ北

海   

    道エスパス㈱ 

    ㈱大手町ファーストスク

    エア 

     基町パーキングアクセス

     ㈱ 

     ㈱ノックストゥエンティ

     ワン 

     ディ・エヌ・フード㈱ 

     エヌ・ティ・ティ都市開

     発ビルサービス㈱ 

     ＮＴＴ都市開発西日本Ｂ

     Ｓ㈱ 

     ＵＤファンド特定目的会

     社 

     合同会社ＮＵ－３を営業

     者とする匿名組合 

     合同会社ＮＵ－４を営業

     者とする匿名組合 

  なお、株式の取得等により 

 ＮＴＴ都市開発西日本ＢＳ  

 ㈱、 ＵＤファンド特定目的 

 会社の２社及び合同会社ＮＵ

 －３を営業者とする匿名組 

 合、合同会社ＮＵ－４を営業

 者とする匿名組合について、

 当連結会計年度より連結子会

 社に含めております。 

 ジーピービル管理㈱は清算 

 結了に伴い連結子会社の範囲

 から除外しております。 

  エヌ・ティ・ティ北海道エ 

 スパス㈱は、平成19年４月１

 日に、ＮＴＴ都市開発北海道

 ＢＳ㈱に商号変更しており 

 ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1) 持分法適用関連会社の数

６社

(1) 持分法適用関連会社の数

６社

(1) 持分法適用関連会社の数

６社

  全ての関連会社に対する投

資について持分法を適用して

おります。 

全ての関連会社に対する投

資について持分法を適用して

おります。 

全ての関連会社に対する投

資について持分法を適用して

おります。 

  会社名 

東京オペラシティビル㈱

㈱ディー・エイチ・シ

ー・東京 

東京オペラシティ熱供給

㈱ 

ユーディーエックス特定

目的会社 

㈱クロスフィールドマネ

ジメント 

㈱晴海四丁目まちづくり

企画 

なお、㈱晴海四丁目まちづ

くり企画については、新たに

株式を取得したことから、当

中間連結会計期間より持分法

適用関連会社に含めておりま

す。 

会社名 

東京オペラシティビル㈱

㈱ディー・エイチ・シ

ー・東京 

東京オペラシティ熱供給

㈱ 

ユーディーエックス特定

目的会社 

㈱クロスフィールドマネ

ジメント 

㈱晴海四丁目まちづくり

企画 

 (2)持分法非適用の非連結子 

  会社の名称等 

   ＵＤファンド第２特定目的

 会社は、新規設立してからま

 もなく、決算期に達していな

 いため、持分法適用の範囲か

 ら除外しております。 

会社名 

東京オペラシティビル㈱

㈱ディー・エイチ・シ

ー・東京 

東京オペラシティ熱供給

㈱ 

ユーディーエックス特定

目的会社 

㈱クロスフィールドマネ

ジメント 

㈱晴海四丁目まちづくり

企画 

  なお、㈱晴海四丁目まちづ 

 くり企画については、新たに

 株式を取得したことから、当

 連結会計期間より持分法適用

 関連会社に含めております。

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

  (2) すべての持分法適用会

社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致してお

ります。 

(3)     同左 (2) すべての持分法適用会

社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致してお

ります。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に関

する事項 

すべての連結子会社の中間

決算日は、中間連結決算日と

一致しております。 

    ＵＤファンド特定目的会 

 社の決算日は２月28日であり

 ますが、７月31日をもって決

 算を行い、清算手続きに入っ

 ております。中間連結財務諸

 表の作成に当たっては同日現

 在の決算書を使用し、中間連

 結決算日との間に生じた重 

 要な取引については連結上必

 要な調整を行っております。

   また、合同会社ＮＵ－３ 

 を営業者とする匿名組合及び

 合同会社ＮＵ－４を営業者と

 する匿名組合の中間決算日 

 は７月31日であります。中間

 連結財務諸表の作成に当たっ

 ては中間連結決算日現在で実

 施した仮決算に基づく決算書

 を使用しております。 

   その他の連結子会社の中間

 決算日は、中間連結決算日と

 一致しております。 

 ＵＤファンド特定目的会

社の決算日は２月28日であり

ます。連結財務諸表の作成に

当たっては同日現在の決算書

を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行って

おります。 

   また、合同会社ＮＵ－３

を営業者とする匿名組合及び

合同会社ＮＵ－４を営業者と

する匿名組合の決算日は１月

31日であります。連結財務諸

表の作成に当たっては連結決

算日現在で実施した仮決算に

基づく決算書を使用しており

ます。 

  その他の連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日と

一致しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

４．会計処理基準に関す

る事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 

  中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）を採

用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 

    同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 

 連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）を採

用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

時価のないもの
同左 

    なお、投資事業責任組合 

 及びそれに類する組合への 

 出資（金融商品取引法第２ 

 条第２項により有価証券と 

 みなされるもの）について 

 は、入手可能な最近の決算 

 書を基礎とし、持分相当額 

 を純額で取り込む方法によ 

 っております。 

時価のないもの 
同左 

   なお、投資事業責任組合 

 及びそれに類する組合への 

 出資（証券取引法第２条第 

  ２項により有価証券とみな 

  されるもの）については、 

  入手可能な最近の決算書を 

  基礎とし、持分相当額を純 

  額で取り込む方法によって 

  おります。 

  ② デリバティブ 

 原則として時価法を採

用しております。 

② デリバティブ
同左 

② デリバティブ 
同左 

  ③ たな卸資産 

 販売用不動産、仕掛不

動産及び未成工事支出金

については、個別法によ

る原価法を採用しており

ます。 

③ たな卸資産
同左 

③ たな卸資産 
同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法を採用

しております。 

 ただし、ＮＴＴ幕張ビ

ル、グランパークビル及

び基町クレドビル並びに

平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属

設備を除く）について

は、定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物及び構築物 

15年～50年

機械装置及び運搬具 

5年～17年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 
同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 
同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

    ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

         ――――― 

 〔会計処理の変更〕 

   当中間連結会計期間より、

 法人税法の改正に伴い、平成

 19年４月１日以降に取得した

 有形固定資産については、改

 正後の法人税法に基づく減価

 償却方法により減価償却費を

 計上しております。 

  これにより営業利益、経常

 利益及び税金等調整前中間純

 利益は、それぞれ16百万円減

 少しております。 

  なお、セグメント情報に与

 える影響については、セグメ

 ント情報に記載しておりま 

 す。 

  〔追加情報〕 

   当中間連結会計期間より、

 法人税法の改正に伴い、平成

 19年３月31日以前に取得した

 資産については、改正前の法

 人税法に基づく減価償却方法

 の適用により取得価額の5％ 

 に到達した連結会計年度の翌

 連結会計年度より、取得価額

 の5％相当額と備忘価額との 

 差額を5年間にわたり均等償 

 却し、減価償却費に含めて計

 上しております。 

   これにより営業利益、経常

 利益及び税金等調整前中間純

 利益は、それぞれ153百万円 

 減少しております。 

  ――――― 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

        ――――― 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用してお

ります。 

 なお、自社利用のソ

フトウェアについては

社内における利用可能

期間（５年）で償却し

ております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 定額法を採用してお

ります。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

  (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等

の貸倒れに備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別

に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間に基づ

く年数による定額法に

より費用処理すること

としております。 

 数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間に

基づく年数による定額

法により翌連結会計年

度から費用処理するこ

ととしております。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その

発生時の平均残存勤務期

間に基づく年数による定

額法により費用処理する

こととしております。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間に基づく年数

による定額法により翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

  （追加情報） 
 当社及び連結子会社に

おいて、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分につ

いて、平成15年９月１日

に厚生労働大臣から将来

分支給義務免除の認可を

受けました。 

 当中間連結会計期間末

日現在において測定され

た返還相当額（最低責任

準備金）は937百万円で

あり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支

払が当中間連結会計期間

末日に行われたと仮定し

て「退職給付会計に関す

る実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告

第13号）第44-２項を適

用した場合に生じる利益

の見込額は966百万円で

あります。 

（追加情報）
 当社及び一部の連結子

会社において、確定給付

企業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金の代行

部分について、平成15年

９月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除

の認可を受け、平成19年

7月１日に過去分返上の

認可を受けております。 

 これに伴い、厚生年金

基金の代行返上に伴う利

益664百万円を特別利益

に計上しております。 

  

（追加情報） 
 当社及び連結子会社に

おいて、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分につ

いて、平成15年９月１日

に厚生労働大臣から将来

分支給義務免除の認可を

受けました。 

 当連結会計期間末日現

在において測定された返

還相当額（最低責任準備

金）は988百万円であ

り、当該返還相当額（最

低責任準備金）の支払が

当連結会計期間末日に行

われたと仮定して「退職

給付会計に関する実務指

針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号）第

44-２項を適用した場合

に生じる利益の見込額は

1,053百万円でありま

す。 
  ③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ます。 

③ 役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支

     出に備えるため、内規に

     基づく中間期末要支給額

     を計上しております。 

    なお、当社について 

  は、平成19年６月に役員 

    退職慰労金制度を廃止し 

    ており、平成19年７月以 

    降対応分については引当 

    金計上を行っておりませ 

    ん。  

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 
 原則として、繰延ヘ

ッジ処理によっており

ます。 

 なお、特例処理の要

件を満たしている金利

スワップについては、

特例処理を採用してお

ります。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ
対象 
ヘッジ手段 ― 金利ス
ワップ 
ヘッジ対象 ― 借入金

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 
ヘッジ手段 ― 同左 
ヘッジ対象 ― 同左 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 
ヘッジ手段 ― 同左 
ヘッジ対象 ― 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

  ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関

する内部規程に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変

動リスクを一定の範囲内

でヘッジしております。

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

 特例処理による金利ス

ワップであるため、有効

性の評価は省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる重

要な事項 

① 消費税等の会計処理に

ついて 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本となる

重要な事項 

① 消費税等の会計処理に

ついて 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる重要

な事項 

① 消費税等の会計処理に

ついて 

同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等） 

 ―――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に 

  関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会平

成17年12月９日企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、119,980百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

    当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年12月９日

企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金 

 額は、125,091百万円であります。 

  なお、連結財務諸表規則の改正によ 

 り、当連結会計年度における連結貸借 

 対照表の純資産の部については、改正 

 後の連結財務諸表規則により作成して 

 おります。 

（分譲事業における広告宣伝費の 

 計上時期の変更） 

 ――――― （分譲事業における広告宣伝費の 

 計上時期の変更） 

 当中間連結会計期間より、分譲事

業に係る広告宣伝費計上時期につい

て、従来の発生時から竣工引渡時に

変更しております。この変更は、当

社分譲事業の拡大に伴い、販売開始

から引渡しまでの期間が長期化する

マンションの供給が増加する傾向に

あることから、分譲事業収益と広告

宣伝費の計上時期を対応させ、適切

な期間損益対応を図るため変更した

ものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して販売費及び一般

管理費は、211百万円減少し、営業利

益、経常利益、及び税金等調整前中

間純利益は同額増加し、中間純利益

は、125百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、セグメント情報に記

載しております。 

    当連結会計年度より、分譲事業に係 

 る広告宣伝費計上時期について、従来 

 の発生時から竣工引渡時に変更してお 

 ります。この変更は、当社分譲事業の 

 拡大に伴い、販売開始から引渡しまで 

 の期間が長期化するマンションの供給 

 が増加する傾向にあることから、分譲 

 事業収益と広告宣伝費の計上時期を対 

 応させ、適切な期間損益対応を図るた 

 め変更したものであります。 

  この変更により、従来の方法によっ 

 た場合と比較して販売費及び一般管理 

 費は、515百万円減少し、営業利益、経

 常利益、及び税金等調整前当期純利益 

 は同額増加し、当期純利益は、305百万

 円増加しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響 

 については、セグメント情報に記載し 

 ております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（特定目的会社等を利用した不動産 

 事業に係る損益の計上区分変更） 

 ―――――  （特定目的会社等を利用した不動産 

 事業に係る損益の計上区分変更） 

 特定目的会社等を利用した不動産事

業に係る損益は、従来、営業外損益に

計上しておりましたが、当中間連結会

計期間より、営業損益として計上する

方法に変更いたしました。 

 これは、平成18年６月22日開催の当

社定時株主総会において定款に一部変

更が承認可決され、新たな事業目的と

して「特定目的会社、特別目的会社

（財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則に定める会社）及び不

動産投資信託に対する出資並びに出資

持分の売買、仲介及び管理」を追加

し、同取引を営業取引として行うこと

としたために変更するものでありま

す。 

 ただし、持分法適用会社に係る損益

は、連結財務諸表規則第57条及び第58

条により、従来どおり営業外損益とし

ております。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、営業収益は７百万

円、営業総利益及び営業利益はそれぞ

れ５百万円増加しておりますが、経常

利益、税金等調整前中間純利益及び中

間純利益に与える影響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響

については、セグメント情報に記載し

ております。 

    特定目的会社等を利用した不動産事 

 業に係る損益は、従来、営業外損益に 

 計上しておりましたが、当連結会計年 

 度より、営業損益として計上する 

 方法に変更いたしました。 

  これは、平成18年６月22日開催の当 

 社定時株主総会において定款に一部変 

 更が承認可決され、新たな事業目的と 

 して「特定目的会社、特別目的会社 

 （財務諸表等の用語、様式及び作成方 

 法に関する規則に定める会社）及び不 

 動産投資信託に対する出資並びに出資 

 持分の売買、仲介及び管理」を追加 

 し、同取引を営業取引として行うこと 

 としたために変更するものでありま 

 す。 

  ただし、持分法適用会社に係る損益 

 は、連結財務諸表規則第57条及び第58 

 条により、従来どおり営業外損益とし 

 ております。 

  この変更により、従来の方法によった

 場合と比較して、営業収益は24百万 

 円、営業総利益及び営業利益はそれぞ 

 れ22百万円増加しておりますが、経常 

 利益、税金等調整前当期純利益及び当 

 期純利益に与える影響はありません。 

  なお、セグメント情報に与える影響 

 については、セグメント情報に記載し 

 ております。 

            ―――――            ―――――   （役員賞与に関する会計基準） 

       当連結会計年度より、「役員賞与に 

 関する会計基準」（企業会計基準委員 

 会  企業会計基準第４号 平成17年 

 11月29日）を適用しております。 

  この変更が損益与える影響は軽微で 

 あります。 

            ―――――            ―――――  （金融商品に関する会計基準) 

      当連結会計年度より、改正後の「金融

 商品に関する会計基準」（企業会計基 

 準委員会 企業会計基準第10号 平成 

 18年８月11日）を適用しております。 

 社債は、償却原価法（定額法）に基 

 づいて算定された価額をもって連結貸 

 借対照表価額としております。 

 この変更が損益に与える影響はあり 

 ません。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

  （中間連結貸借対照表関係）    ――――― 

  前中間連結会計期間において、

「１年以内返済予定の長期借入金」

は「短期借入金」に含めて表示して

おりましたが、当中間連結会計期間

末より独立掲記しております。 

 これは、短期借入金と長期借入金

を区分し、より詳細に表示するため

であります。  

 なお、前中間連結会計期間末にお

ける「１年以内返済予定の長期借入

金」は53,515百万円であります。  

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及び

担保を付している債務 

借入金（１年以内に返済予

定のものを含む）41,684百万

円に対し建物136,595百万円、

土地14,155百万円を抵当権の

登記留保として、提供してお

ります。 

※１ 担保に供している資産及び担

保を付している債務 

  (1) 担保に供している資産及びその

 他の金額 

  (2) 担保に係る債務の金額 

たな卸資産 13,145百万円

建物 124,205百万円

土地    13,189百万円

 計  150,540百万円

１年以内返済予定

の長期借入金 

 

5,090百万円

長期借入金 39,220百万円

 計  44,310百万円

※１ 担保に供している資産及び担保を 

  付している債務 

(1) 担保に供している資産及びその

他の金額 

   なお、共同事業者と共有で取得し

た、たな卸資産434百万円について

共同事業者の割賦債務に対し抵当権

が設定されておりましたが、平成19

年４月２日付で解消しております。 

   (2) 担保に係る債務の金額 

現金・預金(３ヶ月

以内） 

   

446百万円

受取手形及び営業

未収入金 

 

16百万円

たな卸資産 13,579百万円

その他流動資産 65百万円

建物及び構築物 128,648百万円

土地    15,936百万円

その他有形固定資

産  

 

3百万円

 計  158,696百万円

社債 3,000百万円

１年以内返済予定

の長期借入金 

 

5,104百万円

長期借入金 41,762百万円

 計  49,866百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は、次のとおりで

あります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は、次のとおりで

あります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は、次のとおりで

あります。 

広告宣伝費 169百万円

給与、手当及び

賞与 
1,685百万円

退職給付費用 100百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
18百万円

業務委託費 780百万円

移転補償費 754百万円

広告宣伝費    244百万円

給与、手当及び

賞与 
 1,911百万円

退職給付費用    114百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
  12百万円

業務委託費    733百万円

広告宣伝費    510百万円

給与、手当及び

賞与 
 3,498百万円

退職給付費用 197百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
38百万円

業務委託費 2,533百万円

租税公課  1,083百万円

移転補償費  775百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

土地 306百万円

     建物と土地が一体となった固

    定資産を売却した際、建物部 

        分については売却益、土地部 

        分については売却損が発生し 

        ているため、売却損益を通算 

        して固定資産売却益を計上し 

        ております。 

建物及び構築物    504百万円

土地  △427百万円

   計  76百万円

土地    306百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物 293百万円

構築物 0百万円

撤去費用 255百万円

工具、器具及び

備品等 
6百万円

計 556百万円

建物    424百万円

構築物  2百万円

撤去費用    185百万円

工具、器具及び

備品等 
 17百万円

計    629百万円

建物 739百万円

構築物  6百万円

撤去費用 625百万円

工具、器具及び

備品等 
   61百万円

計  1,432百万円

     



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となる 

       もの 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となる

      もの 

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数  （株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数 （株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数 （株） 

当中間連結会計期間 
末株式数  （株） 

普通株式 658,240 ― ― 658,240 

合計 658,240 ― ― 658,240 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当金（円） 

基準日 効力発生日 

 平成18年６月22日 
 定時株主総会 

普通株式 1,645 2,500 平成18年３月31日 平成18年６月22日

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 １株当たり 
配当金（円）

基準日 効力発生日 

 平成18年11月１日 
 取締役会 

普通株式 1,645 利益剰余金 2,500 平成18年９月30日 平成18年12月４日

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数  （株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数 （株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数 （株） 

当中間連結会計期間 
末株式数  （株） 

普通株式 3,291,200 － － 3,291,200 

合計 3,291,200 － － 3,291,200 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当金（円） 

基準日 効力発生日 

 平成19年６月21日 
 定時株主総会 

普通株式 1,645 500 平成19年３月31日 平成19年６月22日

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 １株当たり 
配当金（円）

基準日 効力発生日 

 平成19年11月1日 
 取締役会 

普通株式 1,645 利益剰余金 500 平成19年９月30日 平成19年12月５日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）平成19年１月１日付で、株式１株につき５株の株式分割を実施したことによる増加であります。 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数  （株） 

当連結会計年度 
  増加株式数（株） 

当連結会計年度 
  減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数  （株） 

普通株式 658,240 2,632,960 － 3,291,200 

合計 658,240 2,632,960 － 3,291,200 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当金（円） 

基準日 効力発生日 

 平成18年６月22日 
 定時株主総会 

普通株式 1,645 2,500  平成18年３月31日 平成18年６月22日 

 平成18年11月1日 
 取締役会  

 普通株式 1,645 2,500  平成18年９月30日 平成18年12月４日 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 １株当たり 
配当金（円）

基準日 効力発生日 

 平成19年６月21日 
 取締役会 

普通株式 1,645 利益剰余金 500 平成19年３月31日 平成19年６月22日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘

定 
5,976百万円

預け入れ期間が

３ヶ月を超える

定期預金 

△23百万円

流動資産「その

他」に含まれる

３ヶ月未満の短

期投資 

3,894百万円

現金及び現金同

等物 
9,847百万円

現金及び預金勘

定 
 1,965百万円

預け入れ期間が

３ヶ月を超える

定期預金 

  △23百万円

流動資産「その

他」に含まれる

３ヶ月未満の短

期投資 

 1,502百万円

現金及び現金同

等物 
 3,445百万円

現金及び預金勘

定 
 2,057百万円

預け入れ期間が

３ヶ月を超える

定期預金 

 △23百万円

流動資産「その

他」に含まれる

３ヶ月未満の短

期投資 

220百万円 

現金及び現金同

等物 
 2,255百万円

     



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

（有形
固定資
産） 
その他 

619 280 339 

無形固
定資産 

207 116 91 

合計 827 396 430 

 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

（有形
固定資
産） 
その他 

724 368 355 

無形固
定資産 

193 131 62 

合計 917 500 417 

 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

（有形
固定資
産） 
その他 

989 536 453 

無形固
定資産 

232 146 86 

合計 1,221 682 539 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産等の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法によって算定して

おります。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産等の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法によって算定しておりま

す。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 147百万円

１年超 283百万円

合計 430百万円

１年内    132百万円

１年超    285百万円

合計    417百万円

１年内       201百万円

１年超    338百万円

合計    539百万円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産等

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法によって算定しておりま

す。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産等の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

支払リース料 77百万円

減価償却費相当額 77百万円

支払リース料   79百万円

減価償却費相当額   79百万円

支払リース料    234百万円

減価償却費相当額    234百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

 （減損損失について） 

 同左 

 （減損損失について） 

 同左 

  ――――――   ５．オペレーティング・リース取引 

  
未経過リース料  

１年内   8百万円

１年超    10百万円

合計    18百万円

 ５．オペレーティング・リース取引 

  

  

未経過リース料  

１年内   3百万円

１年超    0百万円

合計    3百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 953 1,453 499 

(2) 債券      

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 953 1,453 499 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 317 

非上場優先出資証券 4 

匿名組合出資金 10,158 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 953 1,393 439 

(2) 債券      

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 953 1,393 439 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日）、当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）及び前連結会計年度

末（平成19年３月31日） 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いておりま

す。 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 317 

非上場優先出資証券 － 

匿名組合出資金 7,261 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 953 1,453 499 

(2) 債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 953 1,453 499 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 317 

非上場優先出資証券 － 

匿名組合出資金 10,139 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。 

２．各事業の主要な内容 

不動産賃貸事業  土地、建物等の賃貸 

分譲事業     住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売 

その他の事業   請負工事、不動産の運営管理受託等 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は1,806百万円であり、その主なものは

当社の管理部門に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

分譲事業の広告宣伝費の計上基準の変更をしております。この変更に伴い、前中間連結会計期間と同一の方法

によった場合と比べ、「分譲事業」について営業費用が211百万円減少、営業利益が211百万円増加しておりま

す。 

５．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

特定目的会社等を利用した不動産事業に係る損益の計上方法を変更いたしました。この変更に伴い、前中間連

結会計期間と同一の方法によった場合と比べ、「不動産賃貸事業」について営業収益が７百万円増加、営業利

益が５百万円増加しております。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。 

２．各事業の主要な内容 

不動産賃貸事業  土地、建物等の賃貸 

分譲事業     住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売 

その他の事業   請負工事、不動産の運営管理受託等 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は2,020百万円であり、その主なものは

当社の管理部門に係る費用であります。 

 
不動産賃貸 

事業 
（百万円） 

分譲事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益            

(1)外部顧客に対する営業収益 42,232 7,816 5,684 55,733 ― 55,733 

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
98 ― 1,514 1,612 (1,612) ― 

計 42,330 7,816 7,198 57,346 (1,612) 55,733 

営業費用 30,790 6,690 6,591 44,072 193 44,265 

営業利益 11,540 1,126 607 13,273 (1,805) 11,467 

 
不動産賃貸 

事業 
（百万円） 

分譲事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益            

(1)外部顧客に対する営業収益 44,145 7,990 4,468 56,604 ― 56,604 

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
103 ― 1,700 1,803 (1,803) ― 

計 44,248 7,990 6,168 58,408 (1,803) 56,604 

営業費用 32,067 7,547 5,716 45,331 217 45,548 

営業利益 12,180 443 452 13,077 (2,020) 11,056 



     ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の〔会計処理の変更〕に記載のとおり、当中間 

     連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改 

     正後の法人税法に基づく減価償却方法により減価償却費を計上しております。この変更に伴い、前中間連結 

     会計期間と同一の方法によった場合と比べ、「不動産賃貸事業」について営業費用が16百万円増加、営業利 

     益が同額減少しております。 

   

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。 

２．各事業の主要な内容 

不動産賃貸事業  土地、建物等の賃貸 

分譲事業     住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売 

その他の事業   請負工事、不動産の運営管理受託等 

     ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,273百万円であり、その主なも 

            のは当社の管理部門に係る費用であります。 

        ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より分 

            譲事業の広告宣伝費の計上基準の変更をしております。この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法に 

            よった場合と比べ、「分譲事業」について営業費用が515百万円減少、営業利益が515百万円増加しており 

            ます。 

５．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より特定

目的会社等を利用した不動産事業に係る損益の計上方法を変更しております。この変更に伴い、前連結会計年

度と同一の方法によった場合と比べ、「不動産賃貸事業」について営業収益が24百万円増加、営業利益が22百

万円増加しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社は、海外営業収益がないため、該当事項はありません。 

 
不動産賃貸 

事業 
（百万円） 

分譲事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益            

(1)外部顧客に対する営業収益 85,098 32,680 10,436 128,215 － 128,215 

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
213 － 3,088 3,301 (3,301) － 

計 85,312 32,680 13,524 131,517 (3,301) 128,215 

営業費用 62,127 27,451 12,573 102,152 971 103,124 

営業利益 23,184 5,228 951 29,365 (4,273) 25,091 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 182,402円54銭

１株当たり中間純利
益金額 

9,478円86銭

１株当たり純資産額   39,315円87銭

１株当たり中間純利
益金額 

   1,818円79銭

１株当たり純資産額 38,007円98銭

１株当たり当期純利
益金額 

3,948円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

   当社は、平成19年１月１日付で 

 株式１株につき５株の株式分割を行 

 っております。 

   なお、当該株式分割が前期首に行 

 われたと仮定した場合の前中間連結 

 会計期間における１株当たり情報  

 は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 36,480円50銭

１株当たり中間純利
益金額 

1,895円77銭

  当社は、平成19年１月１日付で 

 株式１株につき５株の株式分割を行 

 っております。 

   なお、当該株式分割が前期首に行 

 われたと仮定した場合の前連結会計 

 年度における１株当たり情報は、以 

 下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 35,153円14銭

１株当たり当期純利
益金額 

3,440円21銭

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 6,239 5,985 12,995 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

6,239 5,985 12,995 

期中平均株式数（株） 658,240 3,291,200 3,291,200 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

① 平成18年11月１日開催の当社取

締役会において、株式の分割に関

し、下記のとおり決議いたしまし

た。 

１．平成19年１月１日をもって普通

株式１株につき５株に分割します。  

(1）分割により増加する株式数 

   普通株式2,632,960株 

(2）分割方法 

 平成18年12月31日[ただし、当

日および前日は株主名簿管理人の

休業日につき、実質上は、平成18

年12月29日]最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を、１株につき５株の

割合をもって分割します。 

２．１株当たり情報 

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間連結会

計期間及び前連結会計年度におけ

る１株当たり情報並びに当期首に

行われたと仮定した場合の当中間

連結会計期間における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。  

  

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益（当期純利益）金額

については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

１株当たり
純資産額 
 
33,324円97
銭 
 
１株当たり
中間純利益
金額 
 
1,187円93
銭 

１株当たり
純資産額 
 
36,480円50
銭 
 
１株当たり
中間純利益
金額 
 
1,895円77
銭  

１株当たり
純資産額 
 
35,153円14
銭 
 
１株当たり
当期純利益
金額 
 
3,440円21
銭  

――――――     平成19年４月17日、厚生労働省に 

  対し、厚生年金基金の代行部分につ 

  いて過去分返上の認可申請を行いま 

  した。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

② 当社は、平成18年９月25日開催

の取締役会の決議に基づき、下記

の国内社債を発行しております。 

  

区  分 
エヌ・ティ・ティ都市開発㈱ 

第７回無担保国内普通社債 

発行年月日  平成18年12月４日 

発行総額 200億円 

発行価格 額面100円につき99円96銭 

利  率 1.90％ 

償還期限 平成28年９月20日 

使  途  社債の償還及び借入金の返済 

 ―――――  ――――― 



(2）【その他】 

   訴訟 

       当社は、テナントの民事再生法適用に伴って解除された定期賃貸借契約に関して、解約違約金に充当した 

     敷金223百万円の返還を求める訴訟を提起されており、今後の訴訟の展開により敷金相当額223百万円の返還義 

     務が生じる可能性があります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     4,476     126     107  

２．営業未収入金     616     617     5,395  

３．たな卸資産 ※１   46,685     91,188     69,547  

４．繰延税金資産     508     886     667  

５．その他     6,958     3,374     2,857  

貸倒引当金     △0     △3     △1  

流動資産合計     59,243 11.0   96,190 15.6   78,573 13.8

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1) 建物 ※１ 593,911     596,553     595,230    

減価償却累計
額 

  281,214 312,697   298,672 297,880   290,065 305,164  

(2) 土地 ※１   91,261     150,477     98,977  

(3) その他   43,966     43,996     57,014    

減価償却累計
額 

  30,010 13,956   31,100 12,896   30,403 26,610  

有形固定資産合
計 

    417,915 77.6   461,255 74.9   430,752 75.9

２．無形固定資産     1,735 0.3   1,766 0.3   1,693 0.3

３．投資その他の資
産 

                   

(1）その他の関係
会社有価証券 

    16,000     7,050     7,050  

(2) 長期前払費用     20,608     19,649     20,070  

(3) 繰延税金資産     3,567     4,804     3,214  

(4) その他     19,470     25,220     26,696  

貸倒引当金     △2     △2     △3  

投資その他の資
産合計 

    59,643 11.1   56,721 9.2   57,028 10.0

固定資産合計     479,294 89.0   519,743 84.4   489,474 86.2

資産合計     538,537 100.0   615,933 100.0   568,048 100.0

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．営業未払金     4,006     2,308     21,123  

２．短期借入金     15,000     94     7,842  

３．１年以内返済予
定の長期借入金 

※１   14,067     34,356     26,010  

４．１年以内償還予
定の社債 

    11,800     5,000     9,300  

５．コマーシャルペ
ーパー 

    －     10,000     －  

６．その他 ※２   22,289     32,045     31,649  

流動負債合計     67,163 12.4   83,805 13.6   95,925 16.9

                     

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     15,000     29,992     29,992  

２．長期借入金 ※１   221,926     261,570     207,945  

３．退職給付引当金     4,907     4,681     4,757  

４．役員退職慰労引
当金 

    131     －     142  

５．受入敷金保証金     110,691     108,138     105,395  

６．その他     1,043     853     891  

固定負債合計     353,701 65.7   405,235 65.8   349,123 61.4

負債合計     420,864 78.1   489,040 79.4   445,048 78.3

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     48,760 9.1   48,760 7.9   48,760 8.6

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   34,109     34,109          

資本剰余金合計     34,109 6.3   34,109 5.6   34,109 6.0

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   3,437     3,437     3,437    

(2）その他利益剰
余金 

                   

別途積立金   5,000     5,000     5,000    

固定資産圧縮
積立金 

  4,237     4,978     4,978    

繰越利益剰余
金  

  21,831     30,346     26,417    

利益剰余金合
計  

    34,506 6.4   43,762 7.1   39,833 7.0

株主資本合計     117,376 21.8   126,632 20.6   122,703 21.6

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券
評価差額金 

    296 0.1   260 0.0   296 0.1

 評価・換算差額等 
合計 

    296 0.1   260 0.0   296 0.1

純資産合計     117,672 21.9   126,893 20.6   122,999 21.7

負債純資産合計     538,537 100.0   615,933 100.0   568,048 100.0

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     50,792 100.0   52,359 100.0   119,077 100.0

Ⅱ 営業原価     34,859 68.6   36,881 70.4   84,324 70.8

営業総利益     15,933 31.4   15,478 29.6   34,753 29.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    4,942 9.7   4,885 9.4   10,486 8.8

営業利益     10,991 21.7   10,592 20.2   24,266 20.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   324 0.6   1,182 2.3   1,754 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,871 3.7   2,261 4.3   3,906 3.3

経常利益     9,444 18.6   9,513 18.2   22,114 18.6

Ⅵ 特別利益 ※３   306 0.6   526 1.0   306 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４   556 1.1   629 1.2   1,432 1.2

税引前中間（当
期）純利益 

    9,194 18.1   9,409 18.0   20,988 17.6

法人税、住民税
及び事業税 

  2,908     5,619          

法人税等調整額   733 3,641 7.2 △1,784 3,835 7.3   8,462 7.1

中間（当期）純
利益 

    5,553 10.9   5,574 10.7   12,526 10.5

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・

換算 

差額等 

純資産 

合計 

資本金 

資本 

剰余金
 利益剰余金 

株主 

資本 

合計 

その他

有価証 

券評価 

差額金 
資本 

準備金

利益 

準備金

 その他利益剰余金 

別途 

積立金

固定資

産圧縮

積立金

繰越 

利益 

剰余金

平成18年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 3,437 5,000 2,624 19,610 113,542 526 114,069

中間会計期間中の変動額                   

剰余金の配当（注）           △1,645 △1,645   △1,645

役員賞与（注）           △74 △74   △74

固定資産圧縮積立金の積立（注）         1,634 △1,634 ―   ― 

固定資産圧縮積立金の取崩し（注）         △21 21 ―   ― 

中間純利益           5,553 5,553   5,553

株主資本以外の項目の中間会計 

期間中の変動額（純額） 
              △230 △230

中間会計期間中の変動額計（百万円） ― ― ― ― 1,612 2,220 3,833 △230 3,603

平成18年９月30日 残高（百万円） 48,760 34,109 3,437 5,000 4,237 21,831 117,376 296 117,672



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 
評価・

換算 

差額等 

純資産 

合計 

資本金 

資本 

剰余金
 利益剰余金 

株主 

資本 

合計 

その他

有価証 

券評価 

差額金 
資本 

準備金

利益 

準備金

 その他利益剰余金 

別途 

積立金

固定資

産圧縮

積立金

繰越 

利益 

剰余金

平成19年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 3,437 5,000 4,978 26,417 122,703 296 122,999

中間会計期間中の変動額                   

剰余金の配当           △1,645 △1,645   △1,645

中間純利益           5,574 5,574   5,574

株主資本以外の項目の中間会計 

期間中の変動額（純額） 
              △35 △35

中間会計期間中の変動額計（百万円） ― ― ― ― ― 3,929 3,929 △35 3,893

平成19年９月30日 残高（百万円） 48,760 34,109 3,437 5,000 4,978 30,346 126,632 260 126,893



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 
評価・

換算 

差額等 

純資産 

合計 

資本金 

資本 

剰余金
 利益剰余金 

株主 

資本 

合計 

その他

有価証 

券評価 

差額金 
資本 

準備金

利益 

準備金

 その他利益剰余金 

別途 

積立金

固定資

産圧縮

積立金

繰越 

利益 

剰余金

平成18年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 3,437 5,000 2,624 19,610 113,542 526 114,069

事業年度中の変動額                   

剰余金の配当（注）           △1,645 △1,645   △1,645

役員賞与（注）           △74 △74   △74

固定資産圧縮積立金 

積立（前期分）（注） 
        1,634 △1,634     － 

固定資産圧縮積立金 

取崩し（前期）（注） 
        △21 21     － 

固定資産圧縮積立金 

積立（当期分）（注） 
        765 △765     － 

固定資産圧縮積立金 

取崩し（当期分）（注） 
        △24 24     － 

当期純利益           12,526 12,526   12,526

株主資本以外の項目の事業年度中の変

動額（純額） 
              △230 △230

事業年度中の変動額計（百万円） － － － － 2,353 6,806 9,160 △230 8,930

平成19年３月31日 残高（百万円） 48,760 34,109 3,437 5,000 4,978 26,417 122,703 296 122,999



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原価

法を採用しております。

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）を採

用しております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

        なお、投資事業有限 

   責任組合及びそれに類 

      する組合への出資（金 

      融商品取引法第２条第 

      ２項により有価証券と 

      みなされるもの）につ 

      いては、入手可能な最 

      近の決算書を基礎と 

      し、持分相当額を純額 

      で取り込む方法によっ 

      ております。 

時価のないもの 

同左 

      なお、投資事業有限 

   責任組合及びそれに類 

      する組合への出資（証 

      券取 引法第２条第２項

      により有価証券とみな 

      されるもの）について 

      は、入手可能な最近の 

      決算書を基礎とし、持 

      分相当額を純額で取り 

      込む方法によっており 

      ます。 

  (2) デリバティブ 

 原則として時価法を採用

しております。 

(2) デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

 販売用不動産、仕掛不動

産及び未成工事支出金につ

いては、個別法による原価

法を採用しております。 

 貯蔵品については、最終

仕入原価法を採用しており

ます。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 ただし、ＮＴＴ幕張ビ

ル、グランパークビル及び

基町クレドビル並びに平成

10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物    15年～50年 

構築物   15年～50年 

機械及び装置 5年～17年 

工具、器具及び備品 

2年～20年 

(1)有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      ―――――― 

 〔会計処理の変更〕 

   当中間会計期間より、法人

 税法の改正に伴い、平成19年

 ４月１日以降に取得した有形

 固定資産については、改正後

 の法人税法に基づく減価償却

 方法により減価償却費を計上

 しております。 

  これにより営業利益、経常

 利益及び税引前中間純利益 

 は、それぞれ16百万円減少し

 ております。   

 〔追加情報〕 

  当中間会計期間より、法人

 税法の改正に伴い、平成19年

 ３月31日以前に取得した資産

 については、改正前の法人税

 法に基づく減価償却方法の適

 用により取得価額の5％に到 

 達した事業年度の翌事業年度

 より、取得価額の5％相当額 

 と備忘価額との差額を5年間 

 にわたり均等償却し、減価償

 却費に含めて計上しておりま

 す。これにより営業利益、経

 常利益及び税引前中間純利益

 は、それぞれ153百万円減少 

 しております。 

  ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      ―――――― 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており 

 ます。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては社内

における利用可能期間

（５年）で償却しており

ます。 

 (2) 無形固定資産 

同左  

 (2) 無形固定資産 

同左  

  (3) 長期前払費用 

 定額法を採用しており

ます。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸

倒れに備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間に基づく年数による

定額法により費用処理する

こととしております。 

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

に基づく年数による定額法

により翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、計

上しております。 

過去勤務債務は、その発

生時の平均残存勤務期間に

基づく年数による定額法に

より費用処理することとし

ております。 

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

に基づく年数による定額法

により翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （追加情報） 

当社において、確定給付

企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成15年９月１日

に厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受け

ました。 

当中間会計期間末日現在

において測定された返還相

当額（最低責任準備金）は

755百万円であり、当該返

還相当額（最低責任準備

金）の支払が当中間会計期

間末日に行われたと仮定し

て「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号）第

44-２項を適用した場合に

生じる利益の見込額は727

百万円であります。 

（追加情報） 

当社において、確定給付

企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成15年９月１日

に厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受

け、平成19年7月１日に過

去分返上の認可を受けてお

ります。 

 これに伴い、厚生年金基

金の代行返上に伴う利益

526百万円を特別利益に計

上しております。 

（追加情報） 

当社において、確定給付

企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成15年９月１日

に厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受け

ました。 

当事業年度末日現在にお

いて測定された返還相当額

（最低責任準備金）は786百

万円であり、当該返還相当

額（最低責任準備金）の支

払が当事業年度末日に行わ

れたと仮定して「退職給付

会計に関する実務指針（中

間報告）」（日本公認会計

士協会会計制度委員会報告

第13号）第44-２項を適用し

た場合に生じる利益の見込

額は768百万円であります。

  (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

     従来、役員の退職慰労金

  の支出に備えるため、内規 

  に基づく中間期末要支給額 

  を計上しておりましたが、 

  平成19年6月に役員退職慰労

  金引当金制度を廃止してお 

  り、平成19年７月以降対応 

  分については引当金計上を 

  行っておりません。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

４．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッ

ジ処理によっておりま

す。 

 なお、特例処理の要件

を満たしている金利スワ

ップについては、特例処

理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 
(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ― 金利スワ

ップ 

ヘッジ対象 ― 借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ― 同左 

ヘッジ対象 ― 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ― 同左 

ヘッジ対象 ― 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3) ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関す

る内部規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動リス

クを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法

 特例処理による金利スワ

ップであるため、有効性の

評価は省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1) 消費税等の会計処理に

ついて 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(1) 消費税等の会計処理に

ついて 

同左 

(1）消費税等の会計処理に

ついて 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等） 

 ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会平成17

年12月９日企業会計基準第５号）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

従来の資本の部に相当する金額

は、純資産の部と同額であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

    当事業年度より、「貸借対照表の純 

 資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年12月９ 

 日企業会計基準第５号）および「貸借

 対照表の純資産の部の表示に関する会

 計基準等の適用指針」（企業会計基準

 委員会 平成17年12月９日企業会計基

 準適用指針第８号）を適用しておりま

 す。  

  従来の資本の部に相当する金額は、 

 純資産の部と同額であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ 

 り、当事業年度における貸借対照表の

 純資産の部については、改正後の財務

 諸表等規則により作成しております。

（分譲事業における広告宣伝費の 

 計上時期の変更） 

 ―――――  （分譲事業における広告宣伝費の 

 計上時期の変更） 

当中間会計期間より、分譲事業に

係る広告宣伝費計上時期について、

従来の発生時から竣工引渡時に変更

しております。この変更は、当社分

譲事業の拡大に伴い、販売開始から

引渡しまでの期間が長期化するマン

ションの供給が増加する傾向にある

ことから、分譲事業収益と広告宣伝

費の計上時期を対応させ、適切な期

間損益対応を図るため変更したもの

であります。 

この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して販売費及び一般

管理費は、211百万円減少し、営業利

益、経常利益、及び税引前中間純利

益は同額増加し、中間純利益は、125

百万円増加しております。 

    当事業年度より、分譲事業に係る広 

 告宣伝費計上時期について、従来の発

 生時から竣工引渡時に変更しておりま

 す。この変更は、当社分譲事業の拡大

 に伴い、販売開始から引渡しまでの期

 間が長期化するマンションの供給が増

 加する傾向にあることから、分譲事業

 収益と広告宣伝費の計上時期を対応さ

 せ、適切な期間損益対応を図るため変

 更したものであります。  

  この変更により、従来の方法によっ 

 た場合と比較して販売費及び一般管理

 費は、515百万円減少し、営業利益、 

 経常利益、及び税引前当期純利益は同

 額増加し、当期純利益は、305百万円 

 増加しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（特定目的会社等を利用した不動産 

 事業に係る損益の計上区分変更） 

 ―――――  （特定目的会社等を利用した不動産 

 事業に係る損益の計上区分変更） 

 特定目的会社等を利用した不動産

事業に係る損益は、従来、営業外損

益に計上しておりましたが、当中間

会計期間より営業損益として計上す

る方法に変更いたしました。 

 これは、平成18年６月22日開催の

当社定時株主総会において定款に一

部変更が承認可決され、新たな事業

目的として「特定目的会社、特別目

的会社（財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則に定める会

社）及び不動産投資信託に対する出

資並びに出資持分の売買、仲介及び

管理」を追加し、同取引を営業取引

として行うこととしたために変更す

るものであります。 

 ただし、関連会社に係る受取配当

金は、従来どおり営業外損益として

おります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、営業収益は７

百万円、営業総利益及び営業利益は

それぞれ５百万円増加しております

が、経常利益、税引前中間純利益及

び中間純利益に与える影響はありま

せん。 

    特定目的会社等を利用した不動産事 

 業に係る損益は、従来、営業外損益に

 計上しておりましたが、当事業年度よ

 り営業損益として計上する方法に変更

 いたしました。  

  これは、平成18年６月22日開催の当 

 社定時株主総会において定款に一部変

 更が承認可決され、新たな事業目的と

 して「特定目的会社、特別目的会社 

 （財務諸表等の用語、様式及び作成方

 法に関する規則に定める会社）及び不

 動産投資信託に対する出資並びに出資

 持分の売買、仲介及び管理」を追加 

 し、同取引を営業取引として行うこと

 としたために変更するものでありま 

 す。 

  ただし、関連会社に係る受取配当金 

 は、従来どおり営業外損益としており

 ます。 

  この変更により、従来の方法によっ

 た場合と比較して、営業収益は24百万

 円、営業費用は211百万円増加し、営 

 業総利益及び営業利益は186百万円減 

 少しておりますが、経常利益及び税引

 前当期純利益に与える影響はありませ

 ん。 

  ―――――   ―――――   （役員賞与に関する会計基準） 

      当事業年度より、「役員賞与に関 

 する会計基準」（企業会計基準委員 

 会 企業会計基準第４号 平成17年 

 11月29日）を適用しております。 

  この変更が与える影響は軽微であ 

 ります。 

  ―――――   ―――――   （金融商品に関する会計基準) 

      当事業年度より、改正後の「金融商 

 品に関する会計基準」（企業会計基準

 委員会 企業会計基準第10号 平成18

 年８月11日）を適用しております。 

 社債は、償却原価法（定額法）に基 

 づいて算定された価額をもって貸借対

 照表価額としております。 

 この変更が損益に与える影響はあり 

 ません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及び

担保を付している債務 

 借入金（１年以内に返済予

定のものを含む）41,684百万

円に対し建物136,595百万

円、土地14,155百万円を抵当

権の登記留保として、提供し

ております。 

※１ 担保に供している資産及び担保

を付している債務 

（１）担保に供している資産の内容及 

  びその金額  

  

 （２）担保に係る債務の総額 

建物 124,205百万円

土地 13,189百万円

計 137,395百万円

１年以内返済予定の

長期借入金 

 

 5,090百万円

長期借入金 31,470百万円

計 36,560百万円

※１ 担保に供している資産及び担保

を付している債務 

（１）担保に供している資産の内容及 

     びその金額 

    なお、共同事業者と共有で取得 

  した、仕掛不動産について共同事業 

    者の割賦債務に対し抵当権が設定さ 

    れておりましたが平成19年４月２日 

    付で解消しております。 

 （２）担保に係る債務の総額 

仕掛不動産 434百万円

建物  127,481百万円

土地 13,189百万円

計 141,105百万円

１年以内返済予定の

長期借入金 

 

 5,104百万円

長期借入金 34,012百万円

計 39,116百万円

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２    ――――――――― 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取配当金 227百万円

受取分担金 28百万円

固定資産受贈益 26百万円

受取配当金  1,155百万円

受取分担金   4百万円

固定資産受贈益   0百万円

受取配当金 1,585百万円

受取分担金 39百万円

固定資産受贈益  32百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,750百万円

社債利息 97百万円

支払利息  1,903百万円

社債利息   338百万円

支払利息  3,491百万円

社債利息    300百万円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 306百万円

(内訳)  

土地 306百万円

厚生年金基金代

行返上益 

 526百万円 固定資産売却益  306百万円

(内訳)  

土地 306百万円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 556百万円

（内訳）  

建物 293百万円

構築物 0百万円

撤去費用 255百万円

工具器具及び

備品等 
6百万円

固定資産除却損    629百万円

（内訳）  

建物    424百万円

構築物  2百万円

撤去費用    185百万円

工具器具及び

備品等 
 17百万円

固定資産除却損 1,432百万円

（内訳）  

建物    739百万円

構築物  6百万円

撤去費用    625百万円

工具器具及び

備品等  
   61百万円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,061百万円

無形固定資産 103百万円

有形固定資産 10,720百万円

無形固定資産    112百万円

有形固定資産 22,305百万円

無形固定資産    206百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

中間期末 
残高 
相当額 
（百万円） 

（有形
固定資
産） 
その他 

482 205 276 

無形固
定資産 

110 82 28 

合計 593 288 304 

 

取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円）

中間期末 
残高 
相当額 
（百万円）

（有形
固定資
産） 
その他 

560 258 301 

無形固
定資産 

89 76 12 

合計 649 334 314 

 

取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

（有形
固定資
産） 
その他 

742 392 349 

無形固
定資産 

123 99 24 

合計 866 491 374 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産等の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法によって算定して

おります。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産等

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっ

て算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当
額 

２．未経過リース料中間期末残高相当
額 

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 103百万円

１年超 201百万円

合計 304百万円

１年内    88百万円

１年超    226百万円

合計    314百万円

１年内    136百万円

１年超    237百万円

合計    374百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産等の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産等の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法によって算定しており

ます。 
３．支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額及び
減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額及び
減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額及び
減損損失 

支払リース料 56百万円

減価償却費相当額 56百万円

支払リース料   54百万円

減価償却費相当額   54百万円

支払リース料    165百万円

減価償却費相当額    165百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 （減損損失について）
 同左 

（減損損失について） 
同左  

５．       ―――――― ５．オペレーティング・リース取引
 未経過リース料   

１年内    7百万円

１年超  10百万円

合計    18百万円

５．オペレーティング・リース取引
 未経過リース料   

１年内    2百万円

１年超  0百万円

合計    3百万円



（有価証券関係） 

 前中間会計期間（平成18年９月30日）、当中間会計期間（平成19年９月30日）及び前事業年度（平成19年３月31

日）において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ―――――   ―――――    平成19年４月17日、厚生労働省 

  に対し厚生年金基金の代行部分に 

    ついて過去分返上の認可申請を行 

  いました。 

 当社は、平成18年９月25日開催の取

締役会の決議に基づき、下記の国内

社債を発行しております。 

  

区  分 
エヌ・ティ・ティ都市開発㈱ 

第７回無担保国内普通社債 

発行年月日  平成18年12月４日 

発行総額 200億円 

発行価格 額面100円につき99円96銭 

利  率 1.90％ 

償還期限 平成28年９月20日 

使  途  社債の償還及び借入金の返済 

  ―――――      ――――― 



(2）【その他】 

① 平成19年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額………………………1,645百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………………500円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成19年12月５日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

        ②訴訟 

           当社は、テナントの民事再生法適用に伴って解除された定期賃貸借契約に関して、解約違約金に充当した敷 

         金223百万円の返還を求める訴訟を提起されており、今後の訴訟の展開により敷金相当額223百万円の返還義 

         務が生じる可能性があります。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書の提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第22期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月22日関東財務局長に提出 

（2）訂正発行登録書 

    平成19年６月22日関東財務局長に提出 

     



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

エヌ・ティ・ティ都 市 開 発 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・ティ都市開

発株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成

１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私ど

もの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、エ

ヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 
  
 追記情報 

1. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、分譲

事業に係る広告宣伝費計上時期について、従来の発生時から竣工引渡時に変更している。 

2. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、特定

目的会社等を利用した不動産事業に係る損益について、持分法適用会社に係る損益を除き、営業外損益から営業損益として計上

する方法に変更している。 

3. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年９月２５日の開催取締役会決議に基づき、平成１８年１２月４日

に第７回無担保国内普通社債を発行した。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 浜 田   康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 和 臣 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 金 井 沢 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 貞 廣 篤 典 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月17日 

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 
  取締役会 御中 

 

         

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  金井沢治       

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田秀樹       

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌ・ティ・ティ都市開発株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

  

  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

エヌ・ティ・ティ都 市 開 発 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・ティ都市開

発株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成

１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、エヌ・テ

ィ・ティ都市開発株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日

から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
 追記情報 

1. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、分譲事業に係

る広告宣伝費計上時期について、従来の発生時から竣工引渡時に変更している。 

2. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、特定目的会社

等を利用した不動産事業に係る損益について、関連会社に係る受取配当金を除き、営業外損益から営業損益として計上する方法

に変更している。 

3. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年９月２５日開催の取締役会決議に基づき、平成１８年１２月４日

に第７回国内普通無担保社債を発行した。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 浜 田   康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 和 臣 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 金 井 沢 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 貞 廣 篤 典 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月17日 

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 
  取締役会 御中 

 

         

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金井沢治  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田秀樹   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌ・ティ・ティ都市開発株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第23期事業年度の中間会計期間

（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上 

  

  

  

  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 
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